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協議事項 第１ 

富山市国民健康保険条例の一部改正（案）について 

１ 改正内容 

国民健康保険法施行令の一部改正に伴い、国民健康保険料の見直しを行うもの。 

① 基礎賦課限度額（第 21 条） 

基礎賦課額の限度額を「６１万円」から「６３万円」に引き上げる。 

② 介護納付金賦課限度額（第 37 条） 

介護納付金賦課額の限度額を「１６万円」から「１７万円」に引き上げる。 

③ 軽減判定所得（第 41 条第 1 項第 2 号、第 3 号） 

(ア) ５割軽減の対象世帯に係る所得判定基準において、被保険者数に乗ず

べき金額を「２８万円」から「２８万５千円」に引き上げる。 

(イ) ２割軽減の対象世帯に係る所得判定基準において、被保険者数に乗ず

べき金額を「５１万円」から「５２万円」に引き上げる。 

２ 施行年月日 

令和２年４月１日 
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報告事項 第１ 

国民健康保険の制度改正等について 

１ 賦課限度額の見直し 

（１）基礎賦課額の限度額を「６１万円」から「６３万円」に引き上げる。 

（２）介護納付金賦課額の限度額を「１６万円」から「１７万円」に引き上げる。 

※後期高齢者支援金等賦課限度額（１９万円）は据え置く。

２ 軽減判定所得の見直し 

（１）５割軽減の対象世帯に係る所得判定基準の算定において、被保険者数に乗ずべき 

金額を「２８万円」から「２８万５千円」に引き上げる。 

（２）２割軽減の対象世帯に係る所得判定基準の算定において、被保険者数に乗ずべき 

金額を「５１万円」から「５２万円」に引き上げる。 

３ 被保険者証と高齢受給者証の一体化について 

  現在、被保険者証及び高齢受給者証（70 歳以上の方の一部負担金割合を記載した証）の

有効期限については、それぞれ「９月３０日」「７月３１日」とし別々に交付しているが、

利便性の観点から、２つの証の一体化を推進するよう国から通知があり、また富山県  

として県内市町村の事務統一のため、令和３年度から県内一斉に一体化した証（一体証）

に変更することとされた。 

そのため、その事前調整として、令和２年度の被保険者証の更新時は、これまでより  

有効期限が２カ月短い「令和３年７月３１日」とした被保険者証を交付する。 

令和３年度以降は、有効期限が「７月３１日」となる一体証を毎年交付する。 

４ 納入通知書の期割表記の変更について 

  現在、納入通知書の保険料納期の表記は、「月」別（７月分から２月分）としているが、

令和２年度から「期」別（第１期から第８期）の表記に変更する。 
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（ 歳 入 ） （千円）

Ｃ－Ａ Ｃ/Ａ

6,856,927 6,965,969 109,042 6,699,891 ▲ 157,036 97.7%

6,820,470 6,953,136 132,666 6,696,562 ▲ 123,908 98.2%

36,457 12,833 ▲ 23,624 3,329 ▲ 33,128 9.1%

1 167 166 16,633 16,632 1663300.0%

25,290,232 24,616,070 ▲ 674,162 24,223,402 ▲ 1,066,830 95.8%

25,257,845 24,583,046 ▲ 674,799 24,190,613 ▲ 1,067,232 95.8%

24,523,563 23,848,764 ▲ 674,799 23,852,852 ▲ 670,711 97.3%

734,282 734,282 0 337,761 ▲ 396,521 46.0%

32,387 33,024 637 32,789 402 101.2%

5,543 5,543 0 3,572 ▲ 1,971 64.4%

3,166,307 3,068,611 ▲ 97,696 2,609,606 ▲ 556,701 82.4%

2,678,606 2,641,177 ▲ 37,429 2,609,606 ▲ 69,000 97.4%

1,883,630 1,853,150 ▲ 30,480 1,848,883 ▲ 34,747 98.2%

221,227 221,227 0 213,643 ▲ 7,584 96.6%

391,219 397,150 5,931 403,836 12,617 103.2%

67,200 54,320 ▲ 12,880 53,200 ▲ 14,000 79.2%

115,330 115,330 0 90,044 ▲ 25,286 78.1%

487,701 427,434 ▲ 60,267 0 ▲ 487,701 0.0%

1 363,317 363,316 1 0 100.0%

49,225 45,755 ▲ 3,470 49,226 1 100.0%

1,103 400 ▲ 703 1,102 ▲ 1 99.9%

10 5 ▲ 5 10 0 100.0%

1 0 ▲ 1 0 ▲ 1 0.0%

48,111 45,350 ▲ 2,761 48,114 3 100.0%

35,368,236 35,065,432 ▲ 302,804 33,602,331 ▲ 1,765,905 95.0%

当初予算（案）
Ｃ

(款)６．繰越金

（節）１．保険給付費等交付金（普通交付金）

（節）２．保険給付費等交付金（特別交付金）

(款)５．繰入金

（節）１．保険基盤安定繰入金

（節）２．財政安定化支援事業繰入金

（節）４．出産育児一時金繰入金

項

令和２年度
対Ｒ01当初予算 増減目

（目）１．保険給付費等交付金

（目）２．退職被保険者等国民健康保険料

（節）３．職員給与費等繰入金

（目）２．国民健康保険強化補助金

(款)４．財産収入

当初予算
Ａ

決算見込
Ｂ

令和元年度

差額
Ｂ-Ａ

(款)７．諸収入

（項）１．延滞金、加算金及び過料

（項）２．市預金利子

（項）３．受託事業収入

（項）４．雑入

歳入合計

国民健康保険事業特別会計

(款)１．国民健康保険料

（目）１．一般被保険者国民健康保険料

（目）１．一般会計繰入金

(款)２．国庫支出金

(款)３．県支出金

節款

令和元年度決算見込及び令和２年度当初予算（案）について

（節）５．その他一般会計繰入金

（項）２．基金繰入金

報告事項 第２
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（ 歳 出 ） （千円）

Ｃ－Ａ Ｃ/Ａ

457,888 451,888 ▲ 6,000 484,618 26,730 105.8%

398,343 394,343 ▲ 4,000 418,187 19,844 105.0%

323 323 0 280 ▲ 43 86.7%

2,484 2,484 0 2,733 249 110.0%

（項）４．特別対策事業費 56,738 54,738 ▲ 2,000 63,418 6,680 111.8%

24,707,800 24,011,204 ▲ 696,596 24,009,105 ▲ 698,695 97.2%

21,358,816 20,742,942 ▲ 615,874 20,760,789 ▲ 598,027 97.2%

44,656 24,729 ▲ 19,927 10,000 ▲ 34,656 22.4%

250,796 235,892 ▲ 14,904 215,113 ▲ 35,683 85.8%

516 300 ▲ 216 200 ▲ 316 38.8%

67,274 65,581 ▲ 1,693 62,313 ▲ 4,961 92.6%

2,857,361 2,839,639 ▲ 17,722 2,862,850 5,489 100.2%

10,418 4,712 ▲ 5,706 3,000 ▲ 7,418 28.8%

600 500 ▲ 100 500 ▲ 100 83.3%

100 50 ▲ 50 100 0 100.0%

200 0 ▲ 200 200 0 100.0%

100 0 ▲ 100 100 0 100.0%

100,800 82,758 ▲ 18,042 79,800 ▲ 21,000 79.2%

53 40 ▲ 13 40 ▲ 13 75.5%

16,110 14,061 ▲ 2,049 14,100 ▲ 2,010 87.5%

9,865,279 9,865,279 0 8,778,184 ▲ 1,087,095 89.0%

284,299 269,299 ▲ 15,000 283,876 ▲ 423 99.9%

221,910 211,910 ▲ 10,000 214,846 ▲ 7,064 96.8%

62,389 57,389 ▲ 5,000 69,030 6,641 110.6%

5,543 363,618 358,075 3,572 ▲ 1,971 64.4%

625 0 ▲ 625 375 ▲ 250 60.0%

45,802 104,144 58,342 41,601 ▲ 4,201 90.8%

1,000 0 ▲ 1,000 1,000 0 100.0%

35,368,236 35,065,432 ▲ 302,804 33,602,331 ▲ 1,765,905 95.0%

0 0 0

▲ 482,159 ▲ 427,133 3,571

※　実質単年度収支＝収支差引-繰越金-基金繰入金+基金等積立金+前年度繰上充用金

基金残高見込額
（Ｒ02.5月末） 3,630,594

当初予算（案）
Ｃ

款項

令和２年度
対Ｒ01当初予算 増減

歳出合計

（款）８．予備費

（項）１．総務管理費

（項）２．運営協議会費

（項）３．趣旨普及費

（款）２．保険給付費

（款）３．保険給付費等事業費納付金

（目）１．一般被保険者移送費

（目）１．出産育児一時金

（目）２．支払手数料

（目）１．葬祭費

当初予算
Ａ

決算見込
Ｂ

令和元年度

差額
Ｂ-Ａ

収支（歳入合計-歳出合計）

実質単年度収支

（項）２．保健事業費

（款）５．基金積立金

（款）６．公債費

目 節

（目）４．退職被保険者等高額介護合算療養費

（目）３．一般被保険者高額介護合算療養費

（款）４．保健事業費

（項）１．特定健康診査等事業費

（款）７．諸支出金

（目）２．退職被保険者等移送費

（目）５．審査手数料

（目）３．一般被保険者療養費

（款）１．総務費

（目）２．退職被保険者等高額療養費

（目）４．退職被保険者等療養費

（目）１．一般被保険者療養給付費

（目）２．退職被保険者等療養給付費

（目）１．一般被保険者高額療養費

取扱注意
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報告事項 第３ 

令和２年度 1人あたり事業費納付金、標準保険料率の算定結果について 

１ 1人あたり事業費納付金 

  県全体の保険給付費に充てるための保険料収納必要総額（事業費納付金）を、各市町村

の医療費水準、所得水準等で按分し、各市町村が県へ納付するもの。 

算出された１人あたりの事業費納付金が、平成 28 年度値と比較して一定割合以上で  

ある市町村には激変緩和措置（公費投入）が講じられる。令和２年度分の一定割合は

「11.8％」と設定されたが、本市は 7.2％の伸びとなり、激変緩和対象外となった。なお

激変緩和措置の対象は、県内７市町村となった。 

1人当たり 

事業費納付金
Ｈ２８年度 (Ｒ０１年度) Ｒ０２年度 

H28→R02 

伸び率 

富山市 120,353 円 （128,633 円） 128,970 円 107.2％ 

県全体 117,892 円 （125,455 円） 127,143 円 107.8％ 

２ 標準保険料率 

事業費納付金の財源は被保険者からの保険料となるが、本市の標準保険料率（事業費納

付金に見合う理論保険料率、県公表値）は次のとおりとなった。実際の料率と比較すると、

医療分が低く、後期高齢者支援分及び介護納付金分が高い料率となった。 

医療分（基礎賦課分） 後期高齢者支援金分 介護納付金分 合計 

所得割 均等割 平等割 所得割 均等割 平等割 所得割 均等割 平等割 所得割 均等割 平等割 

現行 

料率①

7.4

％

25,680

円

22,560

円

2.1

％

8,160

円

6,480

円

2.1

％

9,360

円

6,000

円

11.6

％

43,200

円

35,040

円

標準保険

料率② 

6.26

％

25,803

円

17,545

円

2.57

％

10,418

円

7,084

円

2.54

％

12,955

円

6,440

円

11.37

％

49,176

円

31,069

円

①-②
1.14

％

▲ 123

円

5,015

円

▲ 0.47

％

▲ 2,258

円

▲ 604

円

▲ 0.44

％

▲ 3,595

円

▲ 440

円

0.23

％

▲ 5,976

円

3,971

円

３ 今後の方針 

令和元年度決算は、約４億３千万円の基金を取り崩して歳入を補う見込みであり、また

令和３年度から基礎控除額の 10 万円引き上げに伴う保険料減収も見込むことから、令和

２年度の保険料については据え置きとする。
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特定健康診査・特定保健指導の実施状況について 

１ 法定報告の経年比較 

２ 12 月末時点の速報値（参考値） 

対象者数 受診者数 受診率 対象者数 終了者数 実施率

H26 63,520人 18,992人 29.9% 1,968人 224人 11.4%

H27 61,806人 19,152人 31.0% 1,969人 245人 12.4%

H28 59,004人 18,208人 30.9% 1,934人 145人 7.5%

H29 57,044人 17,768人 31.1% 1,915人 210人 11.0%

H30 54,948人 17,572人 32.0% 1,826人 316人 17.3%

（出典：厚生労働省「特定健診・特定保健指導実施結果報告」（翌年11月に確定））

※対象者：1年間継続して加入した者のみ

　実施期間：特定健診　5月～12月（ドックは翌年1月）

　　　　　　特定保健指導　8月～翌年10月

年度
特定健診 特定保健指導

29.9% 31.0% 30.9% 31.1% 32.0%

11.4% 12.4%

7.5%

11.0%

17.3%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

H26 H27 H28 H29 H30

特定健診受診率 特定保健指導実施率

0.9

6.3

各年度12月末時点

対象者数 受診者数 受診率 対象者数 終了者数 実施率

H29 66,122人 15,824人 23.9% 1,862人 13人 0.7%

H30 63,770人 17,890人 28.1% 1,793人 24人 1.3%

R元 62,420人 17,112人 27.4% 1,758人 29人 1.6%

（出典：「KDBシステム」R2.1.31調査）

※対象者：「1年間継続して加入した者」＋「途中で加入脱退した者」

　実施期間：特定健診　5月～12月（ドックは翌年1月）

　　　　　　特定保健指導　8月～翌年10月

特定健診 特定保健指導
年度

報告事項 第４ 
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３ 特定健康診査受診率向上対策 

（１）電話、通知（両面圧着はがき）による受診勧奨 

H30年度
①

R元年度
②

②-①

電話 5、6月
30年度受診率25％未満の９
校区に在住する30年度未受
診者から抽出

2,728人 21.8% 25.5% 3.7 

通知 9月
休日集団健診会場周辺の19
校区に在住する30年度未受
診者から抽出

11,750人 29.1% 42.9% 13.8 

（受診率は速報値）

実施者数対象
実施
時期

方法

受診率
（12月末時点）
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（２）休日集団健診の実施 

４ 特定保健指導利用率向上対策 

５ その他の周知啓発 

（１）啓発広告（県保険者協議会）の新聞（朝刊）掲載 

  ① 特定健康診査 

掲載日：第１回目 令和元年７月１４日（日） 

掲載紙：北日本新聞、読売新聞、富山新聞（黒＋単色） 

令和元年 会　　場 実施機関
受診者数

（後期除く）

1 8月25日（日） 富山市呉羽会館（呉羽町） 友愛健康医学センター 44人

2 9月29日（日）
富山市花木体育センター
（花木）

友愛健康医学センター 29人

3 10月12日（土）
富山市速星公民館（婦中町
速星）

富山市医師会健康管理セ
ンター

59人

4 10月20日（日）
富山市医師会健康管理セン
ター（経堂）

富山市医師会健康管理セ
ンター

122人

5 11月17日（日）
富山県健康増進センター
（蜷川）

富山県健康増進センター 82人

6 12月8日（日）
日本健康倶楽部北陸支部
（二口町）

日本健康倶楽部北陸支部 8人

7 12月15日（日）
水橋ふるさと会館（水橋舘
町）

富山市医師会健康管理セ
ンター

17人

8 12月22日（日）
日本健康倶楽部北陸支部
（二口町）

日本健康倶楽部北陸支部 5人

366人合　　計

令和2年1月末時点
方法 実施時期 対象 対象者数 実施者数

訪問 9月～実施中
元年度特定健康診査の結果、特定保
健指導の該当となった方

771人 472人

※特定保健指導利用券を郵送した1週間後に訪問勧奨。65歳以上の動機付け支援は訪問時、
初回面接を実施（不在の場合は、電話勧奨）。
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  ② 特定保健指導 

掲載日：第２回目 令和元年 ９月２８日（土） 

    第３回目 令和元年１０月１３日（日） 

掲載紙：北日本新聞（黒＋単色）、読売新聞、富山新聞（モノクロ） 

（２）受診勧奨チラシ（Ａ４両面） 
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報告事項 第５ 

日医工株式会社との医療費適正化等に関する包括的連携協定について 

  昨年１１月８日、健康寿命の延伸及び医療費の伸びの適正化を図るため、本市と日医工

株式会社が連携、協力する包括的連携協定を締結いたしました。 

１ 協定名称 

日医工株式会社との医療費適正化等に関する包括的連携協定 

２ 協定内容 

（１）市民の健康づくりに関すること 

（２）市民の健康寿命の延伸と医療費の伸びの適正化に関すること 

（３）その他の目的を実現するための施策に関すること 

３ 具体的な事業内容 

（１）「出前講座」でのジェネリック医薬品に関する説明 

（２）まちなか総合ケアセンターなどで実施する健康関連講座での講義 

今後、更に本市その他の事業との連携を検討しており、ジェネリック医薬品の普及 

啓発等に努めてまいります。 
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報告事項 第６ 

令和２年度富山市国民健康保険事業計画（案）について 

第１ 事業計画方針 

令和２年度の重点事項 

１ 国保財政の健全性の維持と財政基盤の強化  

平成 30 年度に国民健康保険が都道府県単位化された以降、県は市町村とともに国民 

健康保険の保険者となり、財政運営の責任主体として、中心的な役割を担っている。 

また、市町村においては、地域住民と身近な関係の中、資格管理、保険料率の決定、   

賦課・徴収、保健事業など、地域におけるきめ細やかな事業を引き続き行っている。 

現在、保険給付に要する費用（出産育児一時金等は除く）は、全額県から市町村へ交付

され、市はその財源となる国民健康保険事業費納付金（保険料収納必要額）を県へ納付し

ている。今後、被保険者数の減少によって、その事業費納付金に充てる保険料が減収と  

なる一方、医療費水準の高い前期高齢者増加による一人あたり保険給付費の増加を見込む

など、厳しい財政状況が続くことに変わりはない。 

今後とも、保険料の収納率向上や医療費適正化対策等の取組みを強化し、負担と給付の

公平化と安定した事業運営に努め、財政の健全化を図っていくこととする。 

２ 保険料の収納率向上の推進  

  本市の平成 30 年度の現年度収納率は 94.76％であり、中核市 58 市中第 7 位と、高い 

水準を維持している。 

  平成 22 年度から全庁的な徴収体制として「富山市債権管理委員会」が設置されており、

各部局との密接な連携をとりながら滞納防止及び滞納整理を推進し、市全体として収納率

向上を図っている。 

  都道府県単位化により、各保険者の規模に応じて目標収納率が設定（富山市は 93％） 

されている。また収納率等の目標達成に向けた取組みやその成果に対して、国の保険者 

努力支援制度による交付金や県からの財政支援が受けられることとなっており、収納率の

更なる向上を図り、国保財政の健全性を維持する次の取組みを行う。

   (1) 収納体制の充実・強化 

   (2) 口座振替の促進等 

   (3) 納付指導の徹底 
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３ 医療費適正化対策 

  国の保険者努力支援制度では、保険者の医療費適正化への取組みに対するインセンティ

ブの仕組みも強化されている。医療費適正化の推進は、国保財政の健全性を維持するため

に欠かせないものであり、そのための対策として、次の取組みを行う。 

   (1) レセプト点検の強化 

   (2) 後発医薬品（ジェネリック医薬品）の普及啓発 

   (3) 被保険者への意識啓発 

４ 特定健康診査・特定保健指導の推進  

  被保険者の健康寿命の延伸、健康の保持増進及び生活の質の向上に資するため、40 歳

から 74 歳までの被保険者を対象とする特定健康診査（内臓脂肪型肥満に着目した生活 

習慣病予防のための健診）及び特定保健指導の実施率向上を推進する。 

５ 保健事業の推進  

  被保険者の疾病の予防及び早期発見により、重症化を防ぐとともに、医療費の適正化に

繋げるため、次の取組みを推進する。 

(1) 糖尿病性腎症重症化予防事業 

(2) 一日人間ドック・脳ドック事業 

  (3) 適正受診のための訪問指導 

第２ 事業計画 

１ 国保財政の健全性の維持と財政基盤の強化  

(1)予算の適正な編成と執行管理 

健全な国保財政を維持するため、富山県国民健康保険運営方針に基づき、適正に予算

管理、予算執行を行うとともに、医療費適正化の取組み等による国の保険者努力支援 

制度の交付金などの歳入確保に努める。 

２ 保険料の収納率向上の推進  

(1) 収納体制の充実・強化 

① 資格証明書及び短期被保険者証の交付 

資格証明書及び短期被保険者証の交付を行い、折衝の機会を持つことにより、 

収納率の向上を図る。 
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② 収納推進員による戸別訪問 

収納推進員による戸別訪問を行い、滞納者への納付指導及び収納、新規口座  

振替の普及推進を図る。 

③ 職員による臨戸訪問、電話催告及び文書催告 

長期滞納を防ぐため、滞納者に対し、職員による休日等も含めた臨戸訪問、電話

催告及び文書催告を行い、納付相談等に努める。 

④ 財産調査、差押の実施 

滞納者の納付能力を把握するため、預貯金等の財産調査を行い、債権管理対策課

とも連携を図りながら、納付意思の無い悪質滞納者などに差押を行う。 

⑤ 休日相談窓口等の開設 

滞納者との折衝機会の確保を図るため、夜間及び休日相談窓口の開設を行う。 

⑥ 納付の促進及び分納管理の強化 

延滞金の徴収による期限内納付の徹底、分納誓約不履行者への催告による納付 

指導、分納管理の強化を図る。 

(2) 口座振替の促進等 

① 口座振替の加入促進 

本市の口座振替率は平成 30 年度末で 67.8％と中核市 58 市中第 2 位と極めて 

高い水準を維持しているが、さらなる促進を図るため、新規加入者に対して窓口で

の口座振替の加入促進を図る。また、自主納付者に対しても「口座振替勧奨ハガキ」

を送付するなど様々な機会を捉え、口座振替の加入促進に努める。 

② コンビニ収納の実施 

平成 21 年度よりコンビニエンスストアで保険料が納付できる体制としており、

収納全体に占める割合が平成 30 年度で 15.6％と増加傾向となっている。 

令和 2年度もコンビニ収納体制を継続し、納付機会の拡大を図る。 

(3) 納付指導の徹底 

① 滞納者の臨戸訪問（呼出）による徴収徹底収納の実施 

滞納者に対し、戸別訪問を年 8回（6月、7月、10月、11 月、12月（2回）、3月

（2 回））、電話催告を年 2 回（11 月、2 月）実施しており、引き続き納付指導に  

努める。 

② 納付意識の向上 

被保険者証の更新時（10 月）に同封する国保ハンドブックに、保険料の納付に 

関する記事を掲載するとともに、市の広報により納付意識の向上を図る。 
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３ 医療費適正化の推進  

(1) レセプト点検の強化 

県内市町村国保保険者の事務効率化と負担軽減のため、令和 2年度から、富山県国民

健康保険団体連合会（以下「国保連」という。）へ、共同処理事業としてレセプト点検 

業務を委託する。国保連の審査業務と連携して、疑義該当レセプトの効率的な抽出や 

診療報酬改定等に伴う点検項目の迅速な対応を行うことにより、レセプト点検の強化を

図る。 

(2)後発医薬品（ジェネリック医薬品）の普及啓発 

① 薬剤料の伸びを抑制するため、ジェネリック医薬品を利用した場合の自己負担軽減

額を案内する「ジェネリック医薬品差額通知」を対象者に発送する。 

② ジェネリック医薬品に関する記事を広報とやま、国保ハンドブック等に掲載する。

また、出前講座などでジェネリック医薬品の安全性等をＰＲし、普及啓発に努める。 

③ 新規加入者へ被保険者証を送付する際に、ジェネリック医薬品希望カードを同封

し、ジェネリック医薬品の使用促進を図る。 

(3) 被保険者の意識啓発 

① 医療費通知の送付 

被保険者に健康や医療費についての認識を深めてもらうため、医療機関等でかか

った医療費のお知らせを送付する。 

② 広報活動の推進 

広報とやま、国保ハンドブック等により、国保制度の周知、医療機関等への適切

な受診の方法や成人病等の情報を提供し、国保被保険者だけでなく、広く市民に 

対しても医療費節約のための啓発を推進する。 

③ 第三者行為求償事務の推進 

ホームページや国保ハンドブックで、第三者行為求償の仕組みや届出義務につい

て周知を行うとともに、被保険者による傷病届の作成援助に関する損害保険関係 

団体との覚書を活用して、迅速な届出につなげ、求償事務を推進する。 

４ 特定健康診査・特定保健指導事業の推進  

 「第 3期富山市特定健康診査等実施計画」に基づき、令和 5年度までにメタボリックシン

ドロームの該当者・予備群を平成 20 年度比 25％減少することを目標として、特定健康 

診査・特定保健指導の実施率向上を推進する。 

＜実施時期＞ 

  ・特定健康診査：5月～12月(ドック事業に併せて行う場合はその期間に準ずる) 

  ・特定保健指導：通年 
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＜「第 3期富山市特定健康診査等実施計画」における令和 2年度目標値＞ 

  ・特定健康診査：受診率 45％ 

  ・特定保健指導：実施率 35％ 

＜向上対策＞ 

  ・前年度未受診者への電話、通知による個別受診勧奨の拡充 

  ・休日集団健診におけるがん検診、協会けんぽ主催健診との一体的実施 

５ 保健事業の推進  

(1) 糖尿病性腎症重症化予防事業 

県の糖尿病性腎症重症化予防プログラムに基づき、糖尿病未治療者のうち、糖尿病性

腎症の可能性の高い者を医療に結びつけるため、医療機関への受診勧奨を実施すると 

ともに、治療中の患者に対して、保健福祉センター保健師等がかかりつけ医と連携しな

がら保健指導を行い、糖尿病の進行及び透析療法への移行を防止する。 

(2) 一日人間ドック・脳ドック事業 

   被保険者の疾病の予防と早期発見のため、一日人間ドック・脳ドックに要する費用の

一部を助成する。 

＜実施時期＞ 5 月～翌年 1月 

 一日人間ドック 脳ドック 

定員 2,200 人（200 人増） 1,000 人（500 人減） 

実施機関数 13 機関（うち新規 2機関） 10 機関（うち新規 2機関） 

(3) 適正受診のための訪問指導 

   国保独自に保健師・看護師（5 名）を雇用し、重複、頻回受診者及び多剤投与者に   

対して、適正受診のための相談や生活指導を行う訪問指導を実施する。 

６ その他 

(1) 被保険者の資格の適正化  

① 被用者保険に加入しているにもかかわらず、未届けにより国保との二重加入となっ

ている事例が多く見受けられることから、資格の適正化に努める。 

② 「富山市国民健康保険居所不明被保険者に係る資格喪失確認の事務処理要領」に基

づき、送達不能者や未届転出者等の実態調査を行い、関係機関と緊密な連携をとり

ながら、資格の適正化に努める。 

(2) 事務の効率化  

都道府県単位化後、県内市町村の事務統一化作業が進められているが、引き続き県及
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び県内市町村と連携し、手続きの標準化、効率化を進める。 

   また、令和３年３月から医療機関の窓口にマイナンバーカードを提示し受診した場合、

被保険者の最新の資格情報等がリアルタイムに確認することができる仕組み（オンライ

ン資格確認システム）の導入が予定されている。これにより被保険者の資格喪失後受診

の減少など、事務の効率化が期待される。 

この他にも、国民健康保険の加入または喪失手続きをする場合、マイナンバーカード

を窓口に提示すると、情報提供ネットワークシステムを利用して必要な社会保険の資格

情報等を取得することができるため、社会保険証や資格喪失証明書の添付が不要となる

など、マイナンバーカードを利用した更なる行政サービスの向上を図る。 

(3) 職員研修   

   来庁者に適切な説明が行えるよう、国保制度や事業内容などについて、担当職員への

職務研修を行い、職員の資質向上を図る。 

(4) 国民健康保険事業の運営に関する協議会の開催  

   国保事業の健全かつ安定的な運営を図るため、重要な事項、課題などについて審議 

する運営協議会を開催する。また、国保制度に関する図書を購入し、各委員に配布する。 
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国民健康保険事業の運営に関する協議会関係法令 

〇国民健康保険法（抄） 

第１１条 

２ 国民健康保険事業の運営に関する事項（この法律の定めるところにより市町村が処理すること

とされている事務に係るものであつて、第４章の規定による保険給付、第７６条第１項の規定に

よる保険料の徴収その他の重要事項に限る。）を審議させるため、市町村に市町村の国民健康保

険事業の運営に関する協議会を置く。 

３ 前２項に定める協議会は、前２項に定めるもののほか、国民健康保険事業の運営に関する事項

（前項に定める協議会にあつてはこの法律の定めるところにより市町村が処理することとされて

いる事務に係るものに限る。）を審議することができる。 

４ 前３項に規定するもののほか、第１項及び第２項に定める協議会に関して必要な事項は、政令

で定める。 

〇国民健康保険法施行令（抄） 

第３条   

３  法第１１条第２項に定める協議会（以下この条において「市町村協議会」という。）は、被保

険者を代表する委員、保険医又は保険薬剤師を代表する委員及び公益を代表する委員各同数をも

つて組織する。 

４ 市町村協議会は、被保険者を代表する委員の数以内の数の被用者保険等保険者を代表する委員

を加えて組織することができる。  

５ 都道府県協議会及び市町村協議会（次条及び第５条第１項において「協議会」という。）の委

員の定数は、条例で定める。 

第４条 協議会の委員の任期は、３年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間と

する。 

第５条 協議会に、会長１人を置き、公益を代表する委員のうちから、全委員がこれを選挙する。 

２ 会長に事故があるときは、前項の規定に準じて選挙された委員が、その職務を代行する。 

〇富山市国民健康保険条例（抄） 

第２条 国民健康保険事業の運営に関する協議会（以下「協議会」という。）の委員の定数は、 

次の各号に定めるところによる。 

 （１）被保険者を代表する委員        ４人 

 （２）保険医又は保険薬剤師を代表する委員  ４人 

 （３）公益を代表する委員          ４人 

 （４）被用者保険等保険者を代表する委員   ２人 

第３条 前条で定めるもののほか、協議会に関して必要な事項は、規則で定める。 

-18-



〇富山市国民健康保険規則（抄） 

第２条 国民健康保険事業の運営に関する協議会（以下「協議会」という。）は、次の各号に掲げ

る事項について審議するものとする。 

 （１）一部負担金の負担割合に関する事項 

 （２）一部負担金の減免に関する事項 

 （３）保険料の賦課限度額、保険料率その他の保険料の賦課方法に関する事項 

 （４）保険料の減免に関する事項 

 （５）保険給付の種類及び内容に関する事項 

 （６）前各号に掲げるもののほか、国民健康保険事業の運営上重要な事項 

第３条 協議会の会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

第４条 協議会の会議は、市長から諮問のあったとき、又は必要に応じ会長が招集し、会長が議長

となる。  

２ 協議会は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 協議会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところに

よる。 

第５条  会長は、職員に会議録を調製し、会議の次第及び出席委員の氏名を記載させなければなら

 ない。 

２ 会議録には、会長及び会長が会議において指名した出席委員１人以上が署名しなければならな

い。 

３ 会長は、会議の結果を市長に報告しなければならない。 

第６条 協議会の庶務は、福祉保健部保険年金課において処理する。 
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